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茨城町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部を改正する条例 

平成２９年３月３１日 

条例第９号 

茨城町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成２７年茨城町条例第

１８号）の一部を改正する。 

（目的） 

第１条 この条例は，土砂等による土地の埋立て，盛土及び堆積（以下「土地の埋立

て等」という。）について，町，土地の埋立て等を行う者等の責務を明らかにする

とともに，必要な規制を行うことにより，生活環境の保全及び災害の発生の未然防

止を図り，もって住民の安全と良好な生活環境を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 土砂等 土地の埋立て，盛土又は堆積の用に供する物で，廃棄物の処理及

び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）

第２条第１項に規定する廃棄物以外のものをいう。 

（２） 改良土 土砂等（泥土を含む。）又は建設汚泥にセメントや石灰を混合し，

化学的安定処理したものをいう。 

（３） 事業 土地の埋立て等の行為をいう。 

（４） 事業区域 事業を施行する土地の区域をいう。 

（５） 事業主 事業を施行する土地の所有者，管理者又は占有者をいう。 

（６） 工事施工者 事業主との請負契約により事業に係る工事を施工する者をい

う。 

（町の責務） 

第３条 町は，茨城県，町の区その他関係機関と連携して，町の区域内における事業

の状況を把握するとともに，事業が適正に行われるよう必要な措置を講じなければ

ならない。 

（事業主等の責務） 

第４条 事業主及び工事施工者（以下「事業主等」という。）は，事業を施行するに

当たり，住民の安全及び良好な生活環境を確保するため，必要な措置を講じなけれ

ばならない。 
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２ 事業主等は，町が実施する事業に関する措置に協力しなければならない。 

（許可） 

第５条 事業区域の面積が５，０００平方メートル未満の事業を行おうとする者は，

町長の許可を受けなければならない。ただし，次の各号のいずれかに該当する事業

については，この限りでない。 

（１） 土地の造成その他これに類する行為を行う土地の区域内において行う事業

であって，当該区域内において発生した土砂等のみを用いて行われるもの 

（２） 国，地方公共団体その他規則で定める者が行う事業 

（３） 他の法令の規定による許可等の処分その他の行為に係る事業であって，規

則で定めるもの 

（４） 自らの居住又は使用の用に供する建築物の建築を行おうとする者が，改良

土を除いた土砂等により，建築許可及び建築確認を受けて行う１，０００平方メ

ートル未満の事業。ただし，１，０００平方メートル未満の事業であっても，当

該埋立て等区域の土地に隣接する土地において，当該事業を行う日の過去１年以

内に事業が行われ，若しくは現に行われている場合，又は当該事業区域の土地内

で既に行われ，若しくは現に行われている場合は，当該埋立て等の区域と合算し

た面積が１，０００平方メートル以上となるものを除く。 

（５） 農地の保全又は利用の増進といった農地の改善を目的とした事業であって，

農地改良に関する協議を行い，茨城県又は茨城町農業委員会から同意を得ている

もの 

（６） 前各号に掲げるもののほか，規則で定める事業 

（届出） 

第６条 事業主等は，前条第３号から第５号の事業を行おうとするときは，規則で定

めるところにより，事業を行おうとする日の３０日前までに町長に届け出なければ

ならない。 

（事前協議） 

第７条 事業を施行しようとする者は，次条又は第１１条の規定による許可の申請を

行う前に，規則で定めるところにより，町長と事前協議をしなければならない。 

（許可の申請） 

第８条 第５条の規定による許可を受けようとする者は，規則で定めるところにより，

次に掲げる事項を記載した申請書を町長に提出しなければならない。 
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（１） 住所及び氏名又は法人にあっては主たる事務所の所在地その名称及び代表

者の氏名 

（２） 事業の種類 

（３） 事業区域の面積 

（４） 事業区域の場所等 

２ 前項の申請書には，事業区域の位置を示す図面その他の規則で定める書類及び図

面を添付しなければならない。 

（許可の基準） 

第９条 町長は，前条の規定による許可の申請があった場合においては，次の各号の

いずれにも適合していると認めるときでなければ許可をしてはならない。 

（１） その事業に用いる土砂等の性質が改良土ではなく，建設業に属する事業を

行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令（平成

３年建設省令第１９号）別表第１に掲げる第１種建設発生土，第２種建設発生土

又は第３種建設発生土に該当するものであること。 

（２） その事業に用いる土砂等について，茨城県内から発生したものであり，そ

の土砂等の発生場所から直接搬入されるものであること。 

（３） その事業に用いる土砂等に含まれる有害物質（鉛，ヒ素，トリクロロエチ

レンその他の物質であって，それが土壌に含まれることに起因して人の健康に係

る被害を生ずるおそれがあるものとして規則で定めるものをいう。以下同じ。）

による汚染の状態が規則で定める基準に適合していること。 

（４） その事業の施行に関する計画が規則で定める技術上の基準に適合している

こと。 

（５） 前号に規定する計画が，事業区域の周辺地域の生活環境の保全及び災害の

防止のために必要な措置に関する基準として規則で定める基準に適合しているこ

と。 

（６） 前条の規定による許可の申請をする事業主等が次のいずれにも該当しない

こと。 

ア 第１８条の規定により許可を取り消され，その取消しの日から５年を経過し

ない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては，当該取消し

の処分に係る茨城町行政手続条例（平成８年茨城町条例第１３号）第１５条の

規定による通知があった日前６０日以内に当該法人の役員であった者で当該取
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消しの日から５年を経過しないものを含む。） 

イ 第１８条及び第２４条第２項の規定による命令に係る行為の停止期間を経過

しない者又は第２４条第１項の規定による命令に違反している者 

ウ 事業に関し，不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相

当の理由がある者 

エ 茨城町暴力団排除条例（平成２４年茨城町条例第１号。以下「暴排条例」と

いう。）第２条第３号に規定する暴力団員等に該当する者 

オ 法人でその役員のうちにエに該当する者がいるもの 

カ 暴排条例第２条第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員

と密接な関係を有する者 

キ その他規則で定める要件に該当する者 

（許可の条件） 

第１０条 町長は，第５条の許可に，当該許可に係る埋立て等区域の周辺地域の生活

環境の保全及び災害防止等のため必要な限度において，条件を付すことができる。 

（事業の変更） 

第１１条 第５条の許可を受けた者（以下「許可を受けた者」という。）は，第８条

に掲げる事項を変更しようとするときは，規則で定めるところにより，町長の許可

を受けなければならない。ただし，規則で定める軽微な変更については，この限り

でない。 

２ 前条の規定は，前項の許可について準用する。 

３ 許可を受けた者は，第１項ただし書に規定する軽微な変更があったときは，規則

で定めるところにより，当該変更のあった日から３０日以内に，その旨を町長に届

け出なければならない。 

（着手の届出等） 

第１２条 許可を受けた者は，次の各号のいずれかに該当することとなったときは，

規則で定めるところにより，当該変更のあった日から１０日以内に，その旨を町長

に届け出なければならない。 

（１） 当該許可に係る事業に着手したとき。 

（２） 当該許可に係る事業を完了したとき。 

（３） 当該許可に係る事業を廃止し，又は休止したとき。 

（４） 休止した当該許可に係る事業を再開したとき。 
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２ 町長は，前項の規定による届出（同項第２号又は第３号に係るものに限る。）が

あったときは，遅滞なく当該届出に係る事業が当該事業に係る第８条第１項の申請

書に記載した事業の施行に関する計画（前条第１項の規定による変更の許可があっ

たときは，その変更後のもの）並びに規則で定める事業区域の周辺地域の生活環境

の保全及び災害の防止に関する基準（前条第１項の規定による変更の許可があった

ときは，その変更後のもの）に適合しているかどうかについて確認を行うものとす

る。 

（土壌の調査及び報告） 

第１３条 許可を受けた者は，規則で定めるところにより，定期的に当該許可に係る

事業区域内の土壌の有害物質による汚染の状況について調査を行い，調査後３０日

以内に，その結果を町長に報告しなければならない。 

（土壌の調査命令等） 

第１４条 町長は，許可を受けた者に対し，必要に応じて期限を定め，当該許可に係

る事業区域内の土壌の有害物質による汚染の状況について調査を行うことを命ずる

ことができる。 

２ 許可を受けた者は，前項の規定による調査の命令を受けたときは，規則で定める

ところにより当該調査を実施し，その結果を前項の命令があった日から３０日以内

に町長に報告しなければならない。 

（名義貸しの禁止） 

第１５条 第５条の許可を受けた事業主等は，自己の名義をもって第三者に事業を施

行させてはならない。 

（地位の承継） 

第１６条 第５条の許可を受けた事業主等について相続，合併又は分割（当該許可に

係る事業を行う権原を承継させるものに限る。）があったときは，相続人（相続人

が２人以上ある場合において，その全員の同意により当該事業を行う権原を承継す

べき相続人を選定したときは，その者），合併後存続する法人若しくは合併により

設立された法人又は分割により当該事業を行う権原を承継した法人は，当該許可を

受けた事業主等の地位を承継する。 

２ 前項の規定により事業主等の地位を承継した者は，規則で定めるところにより，

その承継があった日から７日以内に，その旨を町長に届け出なければならない。 

（施工管理者の設置等） 
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第１７条 許可を受けた者は，当該許可に係る事業区域の周辺地域の生活環境の保全

及び災害の防止のために必要な施工上の管理をつかさどる者（以下「施工管理者」

という。）を置かなければならない。 

２ 許可を受けた者は，当該許可に係る事業を施行するときは，施工管理者に，当該

許可に係る事業区域の周辺地域の生活環境の保全及び災害の防止のために必要な施

工上の管理をさせなければならない。 

（許可の取消し等） 

第１８条 町長は，許可を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは，第５条

の許可を取消し，又は期間を定めて当該許可に係る事業の停止を命ずることができ

る。 

（１） 偽りその他の不正な手段により，第５条又は第１１条第１項の許可を受け

たとき。 

（２） 第９条各号に定める許可の基準に違反したとき。 

（３） 第１０条に定める許可の条件に違反して事業を行ったとき。 

（４） 第１５条の規定に違反して事業を行ったとき。 

（５） 第２４条の規定による命令に違反したとき。 

２ 町長は，許可を受けた者が，正当な理由なく，第５条の許可を受けた日から起算

して１年以内に当該許可に係る事業に着手せず，又は引き続き１年以上当該許可に

係る事業を休止したときは，当該許可を取り消すことができる。 

（標識の設置） 

第１９条 第５条の許可を受けた事業主等は，事業の施行期間中，当該許可に係る事

業区域内の見やすい場所に，住所及び氏名又は法人にあっては主たる事務所の所在

地，その名称及び代表者の氏名，その他規則で定める事項を記載した標識を設置し

なければならない。 

（書類の備付け及び閲覧） 

第２０条 許可を受けた者は，規則で定めるところにより，当該許可に係る第８条第

１項の申請書の写し，次条第１項の帳簿その他規則で定める書類を当該許可に係る

事業区域内又は最寄りの事務所若しくは事業所に備付け，当該事業に関し生活環境

の保全又は災害の防止上利害関係を有する者の求めに応じ，閲覧させなければなら

ない。 

（帳簿への記載等） 
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第２１条 許可を受けた者は，規則で定めるところにより，当該許可に係る事業に用

いた土砂等の数量その他の規則で定める事項を帳簿に記載しておかなければならな

い。 

２ 許可を受けた者は，当該許可に係る事業に着手した日から当該事業を完了し，又

は廃止する日までの間，当該着手した日から３箇月ごとの各期間（当該期間内に当

該事業を完了し，又は廃止したときは，当該期間の初日から当該事業を完了し，又

は廃止した日までの期間）ごとに，規則で定めるところにより，当該各期間の経過

後３０日以内に当該許可に係る事業に用いた土砂等の数量その他の規則で定める事

項を町長に報告しなければならない。 

（報告の徴収） 

第２２条 町長は，この条例の施行に必要な限度において，事業主等に対して事業の

施行状況その他必要な事項に関し報告を求めることができる。 

（立入検査） 

第２３条 町長は，この条例の施行に必要な限度において，担当職員に，事業区域，

事業主等の事務所若しくは事業所又は事業区域内にある事業主等の土地若しくは建

物に立ち入り，帳簿，書類その他の物件を検査させ，又は関係人に質問させること

ができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，関係

人の請求があったときは，これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による権限は，犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（措置命令等） 

第２４条 町長は，第５条の規定に違反して事業を行った者に対し，その事業の中止

を命じ，又は期限を定めて当該事業に係る土砂等の除去その他必要な措置を執るべ

きことを命ずることができる。 

２ 町長は，次の各号のいずれかに該当するときは，許可を受けた者に対し，第１０

条の規定により第５条又は第１１条第１項の許可に付した条件を変更し，又は期間

を定めて当該許可に係る事業の停止を命じ，若しくは期限を定めて当該事業に係る

土砂等の除去その他必要な措置を執るべきことを命ずることができる。 

（１） 事業が第９条第１号，第２号若しくは第３号の基準又は当該許可に係る第

８条第１項の申請書に記載した事業の施行に関する計画若しくは規則で定める事
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業区域の周辺地域の生活環境の保全及び災害の防止に関する基準に適合していな

いと認めるとき。 

（２） 生活環境の保全又は災害の防止のため緊急の必要があると認めるとき。 

（保証金の預入等） 

第２５条 第５条の許可を受けようとする者は，事業の適正な履行並びに事業区域及

びその周辺地域における公共施設の破損及び災害の発生防止を保証するために，あ

らかじめ，町長と協議して定めた金融機関に，当該保証のための現金（以下「保証

金」という。）を定期預金により預入しなければならない。 

２ 前項の規定により預入すべき保証金の額は，事業に用いる土砂等の量に１立方メ

ートル当たり５００円を乗じて算出した額と，土砂等の搬入搬出に使用する町道の

面積に１平方メートル当たり２，５００円（砂利道の場合は６００円）を乗じて算

出した額のいずれか高い額とする。 

３ 第１項の規定により保証金を預入した者は，速やかに，規則で定めるところによ

り，町と当該預入した保証金に係る質権設定契約を締結し，当該預入した保証金に

町を質権者とする質権を設定しなければならない。 

（保証金の使途） 

第２６条 保証金は，次に掲げる費用に充てるものとする。 

（１） 第５条の許可を受けた者が第１０条の規定により付した条件を履行しない

場合又は第２４条の規定による命令を受けたにもかかわらず当該命令に係る措置

の全部若しくは一部を履行しない場合における行政代執行法（昭和２３年法律第

４３号）第２条に規定する措置に要する費用 

（２） 第５条の許可を受けた者が事業に使用された土砂等の運搬，崩落，飛散又

は流出により町の財産に損害を与えた場合における当該損害の回復のための措置

に要する費用 

（３） 第１号又は前号の措置により開始した事務管理に要する費用 

（４） 次条の規定による質権の実行に要する費用 

２ 前条第１項及び同項の規定により預入した保証金について次条に規定する払戻し，

国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）による滞納処分又はその例による滞納処

分その他の理由により不足が生じたときは，前条第１項の規定により保証金を預入

した者は，速やかに，町長と協議して定めた金融機関に，当該不足が生じた額に相

当する額の保証金を定期預金により追加して預入しなければならない。 
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３ 前条第３項の規定は，前項の規定により保証金を追加して預入した者について準

用する。 

（質権の実行） 

第２７条 町長は，前条第１項第１号若しくは同項第２号の措置又は同項第３号の事

務管理を行ったときは，規則で定めるところにより，第２５条第１項及び前条第２

項の規定により保証金を預入した者に意見を述べる機会を与えた上で，質権を実行

し，保証金の払戻しを受けるものとする。 

２ 前項に規定する意見を述べる機会の付与については茨城町行政手続条例（平成８

年茨城町条例第１３号）第３章第３節の規定を準用する。この場合において，同条

例第２８条及び第２９条中「弁明の機会の付与」とあるのは「意見を述べる機会の

付与」と読み替えるものとするほか，必要な技術的読み替えは規則で定める。 

（質権の解除） 

第２８条 町長は，次に掲げる者について，第２５条第３項（第２６条第３項におい

て準用する場合を含む。）の規定により設定された質権を解除するものとする。 

（１） 当該設定された質権に係る事業について第８条第１項に規定する申請をし

ない旨又は申請を取り下げる旨を書面により申し出た者 

（２） 当該設定された質権に係る事業について第１６条第２項の規定による届出

をしない旨又は届出を取り下げる旨を書面により申し出た者 

（３） 当該設定された質権に係る事業について第５条又は第１１条第１項の許可

をしない旨の通知を受けた者 

（４） 当該設定された質権に係る事業について第１２条第２項の規定により許可

に係る事業が，同項に規定する計画及び基準に適合している旨の確認を受けた者 

（５） 前各号に掲げる者のほか，町長が特別の事由があると認める者 

（違反事実の公表） 

第２９条 町長は，事業主等が第１５条又は第２１条第１項若しくは第２項の規定に

よる命令に違反したときは，当該事業主等の住所及び氏名又は法人にあっては主た

る事務所の所在地その名称及び代表者の氏名並びにその内容を公表することができ

る。 

（官公署等への協力要請） 

第３０条 町長は，この条例に関する調査について必要があるときは，関係行政機関

に照会し，協力を求めることができる。 
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（委任） 

第３１条 この条例に定めるもののほか，必要な事項は，規則で定める。 

（罰則） 

第３２条 次の各号のいずれかに該当する者は，２年以下の懲役又は１００万円以下

の罰金に処する。 

（１） 第５条の規定に違反して事業を行った者 

（２） 第１１条第１項の規定に違反して，許可に関わる事業内容等を変更して事

業を行った者 

（３） 第１５条の規定に違反した者 

（４） 第１８条第１項又は第２４条第１項若しくは第２項の規定による命令に違

反した者 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は，５０万円以下の罰金に処する。 

（１） 第１４条第１項の規定による命令に違反した者 

（２） 第２２条の規定による報告をせず，又は虚偽の報告をした者 

（３） 第２３条第１項の規定による検査を拒み，妨げ，若しくは忌避し，又は同

項の規定による質問に対して答弁せず，若しくは虚偽の答弁をした者 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は，３０万円以下の罰金に処する。 

（１） 第１１条第３項，第１２条第１項又は第１６条第２項の規定による届出を

せず，又は虚偽の届出をした者 

（２） 第１３条，第１４条第２項又は第２１条第２項の規定による報告をせず，

又は虚偽の報告をした者 

（３） 第１９条の規定に違反した者 

（両罰規定） 

第３３条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，そ

の法人又は人の業務に関し，前条の違反行為をしたときは，行為者を罰するほか，

その法人又は人に対しても，同条の罰金刑を科する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２９年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際，現に改正前の茨城町土砂等による土地の埋立て等の規制に
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関する条例の規定により着手している事業については，なお従前の例による。 

 


